
企画競争に係る募集公告

次のとおり、調査事業の実施者を募集します。

平成２２年２月９日

契約事務責任者

独立行政法人農畜産業振興機構

理事 塩島 勉

１ 事業名、事業の内容

食肉関係調査事業の概要（別表）のとおり。

２ 企画書の提出者に要求される資格要件

平成１９～２１年度独立行政法人農畜産業振興機構競争参加者資格におけ

る「調査・研究」に登録されていること。

または、平成２２～２４年度独立行政法人農畜産業振興機構競争参加者資

格における「調査・研究」に登録申請しており、その申請内容から登録され

ることが確実と見込まれること。

３ 説明書の入手方法、入手場所及び入手できる期間

各調査事業の応募要領（別添１～２）のとおり。

４ 企画提案書の提出方法、提出先及び提出期限

各調査事業の応募要領（別添１～２）のとおり。

なお、提出期限は平成２２年３月２５日（木）正午とする。

５ 関連情報を入手するための連絡窓口

〒１０６－８６３５

東京都港区麻布台２－２－１

独立行政法人農畜産業振興機構

食肉生産流通部食肉需給課

電話 ：０３－３５８３－８７２７

ＦＡＸ：０３－３５８７－０７６８

６ 評価基準

各調査事業の応募要領（別添１～２）のとおり。



（別表）

食肉関係調査事業の概要

調査事業名 調査概要

１ 平成２２年度

食肉保管状況調査事業

全国の冷蔵倉庫における食肉の保管状況等を

調査し、機構に報告する。

２ 平成２２年度

食肉輸入動向調査事業

主要な商社による食肉の輸入動向を調査し、機

構に報告するとともに、その結果をもとに輸入動

向分析のための委員会を開催する。



１

平成２２年度食肉保管状況調査事業応募要領

独立行政法人農畜産業振興機構（以下「機構」という。）では、「平成２２年

度食肉保管状況調査事業」について、実施者を公募します。本事業の受託を希

望される方は、下記に従いご応募下さい。

なお、本公募は平成２２年度独立行政法人農畜産業振興機構予算に基づいて

行うものであるため、予算の内容に応じて事業内容、予算額等に変更があり得

ることをご留意願います。

記

１ 事業名

平成２２年度食肉保管状況調査事業

２ 事業概要

（１）目的

毎月の食肉の保管状況について調査し、もって、食肉の需給動向を的確

に把握し、食肉等の価格安定に資することを目的とする。

（２）概要

全国の冷蔵倉庫における食肉の保管状況等を調査し、機構に報告する。

（３）調査の種類と方法等

ア 月末調査

① 調査対象

全国の冷蔵倉庫のうち、それぞれの保管能力、食肉保管状況、営業実

績等を考慮し、全国の食肉保管量のうち相当部分をカバーする冷蔵倉庫

を調査対象とする。

年度内の調査対象の変更は、原則として行わないものとする。

② 調査項目

受託者は、調査票に基づき、牛肉、豚肉、鶏肉、羊肉、その他の食

肉、卵（以下「牛肉等」という。）について、調査対象の毎月の入庫、

出庫及び月末の在庫の数量等を調査する。

③ 報告

受託者は、②の調査項目について取りまとめ、翌月末までに機構が指

示する形式により電子ファイルで提出する。

イ 食肉の保管実態状況調査（年１回）

① 調査対象

受託者は、全国の可能な限りの冷蔵倉庫を調査対象とする。

② 調査項目

受託者は、調査票に基づき、牛肉等の１２月の在庫の数量等を調査す

別添１



２

る。

③ 報告

受託者は、②の調査項目について取りまとめ、別に指示する日までに

機構が指示する形式により電子ファイルで提出する。

ウ 関連調査の実施

本調査と密接に関連があり、機構が必要と認める場合は、機構の依頼に

基づき別途情報収集を行うものとする。

エ 調査内容の機密保持

受託者は、調査内容等が他に漏れないように十分に注意する。

（４）留意事項

事業の実施に当たっては、機構と協議・調整を行うこと。

３ 契約限度額

（１）契約限度額は、１３，０１７，０００円（消費税等を含む。）とする。

（２）本事業に係る契約は、委託契約予定者と委託契約の協議が調い次第、機

構との間で締結する、ただし、契約条件が合致しない場合には、委託契約

の締結ができないこともある。また、本公募は平成２２年度独立行政法人

農畜産業振興機構予算に基づいて行うものであるため、予算の内容に応じ

て事業内容、予算額等に変更があり得る。

４ 応募資格

応募資格は、平成１９～２１年度独立行政法人農畜産業振興機構競争参加

者資格における「調査・研究」に登録されていること。

または、平成２２～２４年度独立行政法人農畜産業振興機構競争参加者資

格における「調査・研究」に登録申請しており、その申請内容から登録され

ることが確実と見込まれること。

５ 契約期間

契約期間は平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までとする。

６ 企画提案書の提出

本委託事業への参加を希望する者は、企画提案書（別紙様式）を持参又は

郵送（期間内必着）により提出すること。

（１）提出期限

平成２２年３月２５日（木）正午

（２）企画提案書の内容

企画提案書には２の事業概要を踏まえ、次の項目及び内容を記載するも



３

のとする。

ア 事業の計画

実施スケジュール、調査対象の選定方法、調査対象との関係、具体的

な情報収集方法等

イ 実施体制

法人・団体の組織図と調査を担当する者の人数、役割分担等に関する

実施体制

ウ 見積書（積算内訳）

エ その他の提出書類

法人・団体の定款と直近年度の決算書

（３）企画提案に要する費用の負担

企画提案に要する費用は参加者が負担する。

（４）企画提案書等の返却の可否等

ア 提出された企画提案書等は返却しない。

イ 企画提案書等は本事業に係る事務手続以外の目的で提出者に無断で使

用しない。

（５）企画提案書等に使用する言語

企画提案書等に使用する言語は日本語とする。

７ 審査方法等について

（１）審査方法

機構の役職員で構成する「審査委員会」において、審査基準ごとに４段

階で評価を行い、４～１点で採点する。

各評価項目で採点を行い平均点が３点以上である者のうち、最も優れた

ものを委託契約予定者とする。なお、審査は非公開とする。

また、参加者が１社の場合でも審査を行う。

（２）審査基準

ア 事務処理能力の有無

平成２２年４月から本事業を実施するための組織・人員等を有し、専

属の担当を設置する等実施体制が適切か。また、本事業を円滑に遂行す

るために必要な経営基盤を有し、かつ、資金等について十分な管理能力

を有しているか。

イ 事業の理解度

本事業の目的を的確に理解しているか。

ウ 調査対象の選定等

調査対象の選定方法が適切で、継続して調査することが可能かどうか。

エ 食肉流通に関する知見



４

本事業の実施に必要な食肉の流通・保管等及び倉庫業の業務に関する

知見・知識を有しているか。

オ 調査経費の妥当性（見積書）

事業にかかる経費が事業内容と比較して適切かどうか。

カ 過去の実績等

過去の実績から、本事業を的確に行うことが期待できるかどうか。

８ 審査結果の通知

審査結果は、すべての参加者に通知する。

９ 契約保証金の扱い

独立行政法人農畜産業振興機構契約事務細則第４１条に規定する契約保証

金額は、免除する場合がある。

10 委託料の支払方法

委託料の支払方法は精算払とする。ただし、実績に応じて概算払すること

がある。

11 成果品（著作権等）の帰属等

この委託事業に係る成果に関する次の各号に掲げる権利等（以下「特許権

等」という。）は、機構が承継するものとする。

ア 特許を受ける権利又は当該権利に基づく特許権

イ 実用新案登録を受ける権利又は当該権利に基づく実用新案権

ウ 意匠登録を受ける権利又は当該権利に基づく意匠権

エ 品種登録を受ける地位又は育成者権

オ 著作権（著作権法（昭和４５年法律第４８号）第２７条及び第２８条に規

定する権利を含む。）

12 問い合わせ先

本応募要領に関する問い合わせ先は、次のとおりとする。

〒１０６－８６３５

東京都港区麻布台２－２－１

独立行政法人農畜産業振興機構

食肉生産流通部食肉需給課

担当：小田垣、藤野

電話 ：０３－３５８３－８７２７

ＦＡＸ：０３－３５８７－０７６８
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別紙様式

番号

年月日

独立行政法人農畜産業振興機構

理事長 木下 寛之 殿

住所

商号又は名称

代表者氏名 印

平成２２年度食肉保管状況調査事業企画提案書の提出について

平成２２年度食肉保管状況調査事業を受注したいので、別添のとおり企画提

案書を提出します。

（担当者）

所属/部署

氏名

電話/FAX

e-mail

（記入上の注意）

１ 要領６の（２）の「企画提案書の内容」に即して記入すること。

２ 見積書（積算内訳）については、下表により作成すること。

（単位：円）

区分 予算額 積算

３ 添付書類

法人・団体の事業内容が分かる定款、直近年度の決算書等



１

平成２２年度食肉輸入動向調査事業応募要領

独立行政法人農畜産業振興機構（以下「機構」という。）では、「平成２２年

度食肉輸入動向調査事業」について、実施者を公募します。本事業の受託を希

望される方は、下記に従いご応募下さい。

なお、本公募は平成２２年度独立行政法人農畜産業振興機構予算に基づいて

行うものであるため、予算の内容に応じて事業内容、予算額等に変更があり得

ることをご留意願います。

記

１ 事業名

平成２２年度食肉輸入動向調査事業

２ 事業概要

（１）目的

毎月の食肉の輸入動向について調査し、もって、食肉の需給動向を的確

に把握し、食肉等の価格安定に資することを目的とする。

（２）概要

主要な商社による食肉の輸入動向を調査し、機構に報告するとともに、

その結果をもとに輸入動向分析のための委員会を開催する。

（３）調査の種類と方法等

ア 食肉輸入動向調査

① 調査対象

全国の商社のうち、それぞれの扱い品目、輸入国別輸入数量、販売状

況等を考慮し、牛肉及び豚肉の輸入量の相当量をカバーする者を調査対

象とする。

年度内の調査対象の変更は、原則として行わないものとする。

② 調査項目

受託者は、調査票に基づき、牛肉及び豚肉の輸入通関数量、輸入予

定数量及び取引価格等について調査する。

③ 報告

受託者は、②の調査項目について取りまとめ、翌月１５日までに機構

に報告する。

イ 輸入動向検討委員会

受託者は、アの調査結果を分析し、今後の輸入動向等を検討するため、

アの①の調査対象のうち、８社以内の輸入担当者等からなる輸入動向検

討委員会を牛肉及び豚肉のそれぞれについて設置し、毎月１回、輸入動

別添２
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向検討委員会を開催する。

ウ 関連調査の実施

受託者は本調査と密接に関連があり、機構が必要と認める場合は、機

構の依頼に基づき別途情報収集を行うものとする。

エ 調査内容の機密保持

受託者は、調査内容等が他に漏れないように十分に注意する。

（４）留意事項

事業の実施に当たっては、機構と協議・調整を行うこと。

３ 契約限度額

（１）契約限度額は、２０，３１１，０００円（消費税等を含む。）とする。

（２）本事業に係る契約は、委託契約予定者と委託契約の協議が調い次第、機

構との間で締結する、ただし、契約条件が合致しない場合には、委託契約

の締結ができないこともある。また、本公募は平成２２年度独立行政法人

農畜産業振興機構予算に基づいて行うものであるため、予算の内容に応じ

て事業内容、予算額等に変更があり得る。

４ 応募資格

応募資格は、平成１９～２１年度独立行政法人農畜産業振興機構競争参加

者資格における「調査・研究」に登録されていること。

または、平成２２～２４年度独立行政法人農畜産業振興機構競争参加者資

格における「調査・研究」に登録申請しており、その申請内容から登録され

ることが確実と見込まれること。

５ 契約期間

契約期間は、平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までとする。

６ 企画提案書の提出

本委託事業への参加を希望する者は、企画提案書（別紙様式）を持参又は

郵送（期間内必着）により提出すること。

（１）提出期限

平成２２年３月２５日（木）正午

（２）企画提案書の内容

企画提案書には２の事業概要を踏まえ、次の項目及び内容を記載するも

のとする。

ア 事業の計画



３

実施スケジュール、調査対象の選定方法、調査対象との関係、具体的

な情報収集方法等

イ 実施体制

法人・団体の組織図と調査を担当する者の人数、役割分担等に関する

実施体制

ウ 見積書（積算内訳）

エ その他の提出書類

法人・団体の定款と直近年度の決算書

（３）企画提案に要する費用の負担

企画提案に要する費用は参加者が負担する。

（４）企画提案書等の返却の可否等

ア 提出された企画提案書等は返却しない。

イ 企画提案書等は本事業に係る事務手続以外の目的で提出者に無断で使

用しない。

（５）企画提案書等に使用する言語

企画提案書等に使用する言語は日本語とする。

７ 審査方法等について

（１）審査方法

機構の役職員で構成する「審査委員会」において、審査基準ごとに４段

階で評価を行い、４～１点で採点する。

各評価項目で採点を行い平均点が３点以上である者のうち、最も優れた

ものを委託契約予定者とする。なお、審査は非公開とする。

また、参加者が１社の場合でも審査を行う。

（２）審査基準

ア 事務処理能力の有無

平成２２年４月から本事業を実施するための組織・人員等を有し、専

属の担当を設置する等実施体制が適切か。また、本事業を円滑に遂行す

るために必要な経営基盤を有し、かつ、資金等について十分な管理能力

を有しているか。

イ 事業の理解度

本事業の目的を的確に理解しているか。

ウ 調査対象の選定等

調査対象の選定方法が適切で、継続して調査することが可能かどうか。

エ 食肉流通に関する知見

本事業の実施に必要な食肉の輸入・流通等及び食肉輸出国の実情に関



４

する知見・知識を有しているか。

オ 調査経費の妥当性（見積書）

事業にかかる経費が事業内容と比較して適切かどうか。

カ 過去の実績等

過去の実績から、本事業を的確に行うことが期待できるかどうか。

８ 審査結果の通知

審査結果は、すべての参加者に通知する。

９ 契約保証金の扱い

独立行政法人農畜産業振興機構契約事務細則第４１条に規定する契約保証

金額は、免除する場合がある。

10 委託料の支払方法

委託料の支払方法は精算払とする。ただし、実績に応じて概算払すること

がある。

11 成果品（著作権等）の帰属等

この委託事業に係る成果に関する次の各号に掲げる権利等（以下「特許権

等」という。）は、機構が承継するものとする。

ア 特許を受ける権利又は当該権利に基づく特許権

イ 実用新案登録を受ける権利又は当該権利に基づく実用新案権

ウ 意匠登録を受ける権利又は当該権利に基づく意匠権

エ 品種登録を受ける地位又は育成者権

オ 著作権（著作権法（昭和４５年法律第４８号）第２７条及び第２８条に

規定する権利を含む。）

12 問い合わせ先

本応募要領に関する問い合わせ先は、次のとおりとする。

〒１０６－８６３５

東京都港区麻布台２－２－１

独立行政法人農畜産業振興機構

食肉生産流通部食肉需給課

担当：小田垣、藤野

電話 ：０３－３５８３－８７２７

ＦＡＸ：０３－３５８７－０７６８



５

別紙様式

番号

年月日

独立行政法人農畜産業振興機構

理事長 木下 寛之 殿

住所

商号又は名称

代表者氏名 印

平成２２年度食肉輸入動向調査事業企画提案書の提出について

平成２２年度食肉輸入動向調査事業を受注したいので、別添のとおり企画提

案書を提出します。

（担当者）

所属/部署

氏名

電話/FAX

e-mail

（記入上の注意）

１ 要領６の（２）の「企画提案書の内容」に即して記入すること。

２ 見積書（積算内訳）については、下表により作成すること。

（単位：円）

区分 予算額 積算

３ 添付書類

法人・団体の事業内容が分かる定款、直近年度の決算書等


